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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、運動器機能の低下の恐れのある高齢者に対して口腔機能訓練を運動
器機能訓練とあわせて行うことによって、平衡機能に影響を及ぼす口腔機能および頸部機能の項目を明らかにす
ることである。その結果、舌圧および頸部可動域は平衡機能と関連していた。また、運動器機能訓練のみの場合
と比較し、運動器機能訓練と口腔機能訓練をあわせて行った場合、頸部可動域がさらに改善した。本研究の結果
より口腔機能訓練における運動器機能改善の可能性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to evaluate the effects of the indicators of 
oral and cervical functions for balance function by the physical and oral function training in 
elderly. As a result, tongue pressure and cervical active range of motion were associated with 
balance function. In addition, cervical active range of motion was improved when the physical and 
oral function training compared with the physical function training only. In conclusion, the oral 
function training for elderly was suggested the effects on improvement of the physical function.

研究分野：口腔衛生学

キーワード： 高齢者　介護予防　口腔機能向上　運動器機能向上
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
ロコモティブシンドロームには、運動器自
体の疾患と加齢による運動器機能不全の 2つ
の原因がある。加齢による運動器機能不全に
は筋力および平衡機能の低下が含まれ、これ
らは高齢者の転倒の要因となる。平成 25 年
国民生活基礎調査によれば高齢者が要介護
となる原因のうち、骨折・転倒が 12.2％を占
めている。高齢者の転倒予防のためには、筋
力および平衡機能の維持・向上を目的とした
運動器機能訓練が重要であるといえる。先行
研究において、運動器機能の低下の恐れのあ
る高齢者に対して運動器機能訓練と口腔機
能訓練をあわせて行った場合に、口腔機能訓
練の介入が開眼片足立ち時間の改善に影響
を与えるという結果が得られた。この結果よ
り、口腔機能訓練が口腔と周辺組織の機能改
善に結びつき、頭位の安定を通じて身体機能
の改善に寄与する可能性が示唆された。 
 
２．研究の目的 
運動器機能の低下の恐れのある高齢者に
対して口腔機能訓練を運動器機能訓練とあ
わせて行うことによって、平衡機能に影響を
及ぼす口腔機能および頸部機能の項目を明
らかにすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
（1）対象者 
新潟市の介護予防事業に参加し、本研究に
同意が得られた 65歳以上の高齢者 69名を調
査対象者とした。 
 
（2）調査内容 
 口腔機能の評価については現在歯数およ
び舌圧を、頸部機能の評価については頸部可
動域（前屈、後屈、右側屈、左側屈、右回旋
および左回旋）、運動器機能の評価について
は開眼片足立ち時間および身体重心動揺の
測定を行った。 
 
（3）調査実施の流れ 
対象者全員にベースライン調査を行い、介
入群と対照群に振り分けた。介入群には運動
器機能訓練、歯科治療勧告、口腔衛生指導を
含む口腔機能訓練を、対照群には運動器機能
訓練と歯科治療勧告のみを実施した。口腔機
能訓練では、呼吸訓練、頸部のストレッチ、
口唇・舌の自由運動、口唇閉鎖力訓練、舌機
能訓練、唾液腺マッサージ、構音機能訓練（OD
に準じて「パ」「タ」「カ」「ラ」音の発音）
および咀嚼・嚥下機能訓練を行い、運動器機
能訓練では腕を前に上げる運動（三角筋）、
腕を横に上げる運動（三角筋）、腕の曲げ伸
ばし運動（上腕二頭筋）、椅子からの立ち上
がり（大腿四頭筋、大殿筋）、膝を伸ばす運
動（大腿四頭筋）、脚の後ろ上げ運動（大殿
筋）、脚の横上げ運動（中殿筋）、肩の運動、
手首・腕のストレッチ、太ももの裏のストレ
ッチ、ふくらはぎのストレッチを行った。各

訓練とも週 1 回を 3 か月間、全 12 回実施し
た。3 か月間の訓練終了後にベースライン調
査と同じ項目を同一基準でフォローアップ
調査を行った（図 1）。 
 

 
図 1 調査実施の流れ 
 
 
（4）統計解析 
対象者 69 名のベースライン調査において
舌圧および頸部可動域については3分位から
下位 1/3を低値群、上位 2/3を高値群とした。
また、開眼片足立ち時間については 75 歳代
の転倒群に相当する数値とされている 15 秒
を基準値とし、15 秒未満群と 15 秒以上群の
2 群に分けた。舌圧または頸部可動域の 2 群
間における平衡機能（開眼片足立ち時間、重
心動揺計の総軌跡長および実効値面積）をそ
れぞれ評価した。統計分析には Fisher の直
接確率検定および Mann-Whitney の U 検定を
用いた。次に、調査前後のデータがそろった
65 名（介入群 30 名、対照群 35 名）において、
ベースライン調査とフォローアップ調査の
値を比較した。統計分析には Wilcoxon 符号
付順位和検定を用いた。そして、介入群にお
いて有意差が認められた頸部可動域の改善
に着目し、頸部可動域の改善を目的変数とし
て性別、年齢および口腔機能訓練の介入を独
立変数としてロジスティック回帰分析を行
った。すべての統計解析において有意水準は
5％とした。 
 
４．研究成果 
（1）頭頸部機能と平衡機能の関連 
①舌圧における平衡機能の評価（表 1） 
開眼片足立ち 15 秒以上であった者は舌圧
低値群で 9 名、高値群で 32 名であった。舌
圧高値群では低値群と比較して開眼片足立
ち時間が長い者が多く、その差は統計学的に
有意であった（p=0.02）。一方で、重心動揺
計の総軌跡長は舌圧低値群では 66.1cm、高値
群では 52.6cm であった。実効値面積は舌圧
低値群では 2.3cm2、高値群では 1.7cm2 であ
った。舌圧高値群では低値群と比較して総軌
跡長および実効値面積の値が低く、いずれに
おいてもその差は統計学的に有意であった
（p=0.02、0.04）。 
 
 



表 1 舌圧における平衡機能の評価 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
②頸部可動域における平衡機能の評価 
前後屈および回旋において、頸部可動域高
値群では低値群と比較して開眼片足立ち時
間が長い者が多く、その差は統計学的に有意
であった（p=0.02、0.01）。また、高値群で
は低値群と比較して重心動揺の値が低かっ
たが、その差は統計学的に有意ではなかった。
一方で、側屈において頸部可動域高値群と低
値群の間に、開眼片足立ち時間および重心動
揺計の値に差はみられなかった（表 2）。 
 
表 2 頸部可動域における平衡機能の評価 

 
 
（2）口腔機能訓練による改善効果（表 3） 
①平衡機能 
 開眼片足立ち時間15秒未満群は介入群で6
名、対照群で 12 名であった。両群ともに平
衡機能が低下している者が少なく、平衡機能
の改善に影響を検討する分析に至らなかっ
た。 
 
②舌圧 
 介入群の舌圧は訓練前が 31.8kPa、訓練後
が 30.4kPa で、対照群の舌圧は訓練前が
26.5kPa、訓練後が 28.2kPa であった。いず
れにおいてもその差は統計学的に有意では
なかった。 
 
③頸部可動域 
 介入群の頸部可動域の前屈は訓練前が
34.5 度、訓練後が 46.3 度、後屈は訓練前が
41.8 度、訓練後が 56.2 度、右側屈は訓練前
が 24.3 度、訓練後が 36.0 度、左側屈は訓練
前が 25.0 度、訓練後が 33.2 度、右回旋は訓
練前が 43.0 度、訓練後が 63.2 度、左回旋は
訓練前が 47.7 度、訓練後が 66.3 度であった。
介入群の頸部可動域は全ての部位において、
その差は統計学的に有意であった。 
また、頸部可動域（0=改善なし、1=改善あ
り）を前屈、後屈、右側屈、左側屈、右回旋
および左回旋（Model1～6）のそれぞれを別々
に目的変数とし、性別、年齢および口腔機能
訓練実施の有無を独立変数としたロジステ
ィック回帰分析を行った（表 4）。その結果、
前屈を除く頸部可動域の改善は口腔機能訓

練実施と有意に関連していた。 
 
表 3 口腔機能訓練による改善効果 

 
 
表 4 ロジスティック回帰分析 

 
 
（3）考察 
本研究のベースライン調査の結果から、舌
圧および頸部可動域が高い者は開眼片足立
ち時間が長く、重心動揺が少ない傾向があっ
た。この結果から舌圧および頸部可動域は平
衡機能と関連しており、舌圧および頸部可動
域は平衡機能に影響を与える可能性が示唆
された。 
本研究の対象者 65名の平均年齢は 72.7 歳
で、ベースライン調査における開眼片足立ち
時間 15秒未満に該当する者は 18名（27.7％）
であった。また、介入群の舌圧は訓練前が
31.8kPa、訓練後が 30.4kPa で、対照群の舌
圧は訓練前が 26.5kPa、訓練後が 28.2kPa で
あり、口腔機能訓練による舌圧の改善はみら
れなかった。舌の運動機能について問題があ
ることを疑う舌圧は20kPa未満とされている。
本研究の対象者の平均舌圧は 20kPa 以上で、
ベースライン調査時点で比較的高い値を示
していた。そのため介入による効果が現れに
くかったことが考えられる。 
一方で、運動器機能訓練のみの場合と比較
し、運動器機能訓練と口腔機能訓練をあわせ
て行った場合、頸部可動域がさらに改善する
という結果が得られた。口腔機能訓練には口
腔周囲だけでなく首や肩の運動も含まれて
いるため、運動器機能訓練と口腔機能訓練を
あわせて行った方が頸部可動域の改善効果
が高いと考えられる。本研究の結果から頸部
可動域と平衡機能は関連し、さらに口腔機能
訓練によって頸部可動域が改善することが
明らかとなった。しかし、口腔機能訓練によ
って改善した頸部可動域が平衡機能にどの
ような影響を与えているかは明らかとなっ

OR p 95% CI OR p 95% CI OR p 95% CI
　性別　(0/1) 
     1: 女性 0.48 0.53 0.049-4.74 0.33 0.37 0.03-3.67 0.28 0.31 0.02-3.23
　年齢　(0/1) 
     1: 75歳以上 3.17 0.13 0.71-14.11 2.63 0.16 0.69-10.07 2.53 0.18 0.65-9.79
　口腔機能訓練の介入　(0/1) 
     1: 介入(+) 1.2 0.76 1.24-18.35 7.23 <0.01 1.94-27.02 11.96 <0.01 2.92-48.96

独立変数

OR p 95% CI OR p 95% CI OR p 95% CI
　性別　(0/1) 
     1: 女性 1.33 0.8 0.15-11.97 1.56 0.68 0.19-12.91 1.15 0.9 0.12-10.73
　年齢　(0/1) 
     1: 75歳以上 0.89 0.88 0.21-3.75 6.07 0.02 1.30-28.24 4.86 0.03 1.17-20.15
　口腔機能訓練の介入　(0/1) 
     1: 介入(+) 10.59 <0.001 2.96-37.91 8.4 0.003 2.1-33.59 18.52 <0.001 4.02-85.25

   目的変数: 頸部可動域(0/1) [1: 改善(+)]
独立変数 Model 1: 前屈 Model 2: 後屈 Model 3: 右側屈

   目的変数: 頸部可動域(0/1) [1: 改善(+)]

独立変数
Model 4: 左側屈 Model 5: 右回旋 Model 6: 左回旋

n=30 p n=35 p
base 31.8±8.9 26.5±12.4
follow 30.4±7.5 28.2±9.5
base 34.5±11.8 27.1±10.7
follow 46.3±10.3 40.3±13.8
base 41.8±9.3 39.6±11.2
follow 56.2±12.4 43.3±11.4
base 24.3±6.7 20.6±6.9
follow 36.0±12.0 23.4±8.2
base 25.0±8.8 27.7±7.4
follow 33.2±11.5 25.3±7.7
base 43.0±8.2 40.6±8.9
follow 63.2±10.0 48.9±13.7
base 47.7±6.5 47.6±6.1
follow 66.3±13.6 54.7±12.4

a) Fisherの直接確率検定
b) Wilcoxonの符号付順位和検定

右回旋 <0.01 0.01

左回旋 <0.01 0.01

舌圧 a) 0.29 0.44

頸部可動域 b)

前屈 <0.01 <0.01

後屈 <0.01 0.08

右側屈 <0.01 0.08

左側屈 <0.01 0.07

介入群 対照群

低値群 高値群 p 低値群 高値群 p 低値群 高値群 p

開眼片足立ち a)

　　　15秒以上（名） 9 32 12 29 13 31
　　　15秒未満（名） 14 14 13 15 15 13

重心動揺計 b)

　　　総軌跡長　（cm） 61.4±31.2 55.0±16.6 57.2±20.1 57.0±24.0 0.86 63.4±29.1 53.6±17.0 0.19

　　　実効値面積（cm2） 2.1±1.6 1.8±0.9 1.9±1.0 1.9±1.2 0.96 2.1±1.5 1.7±0.9 0.40
a) Fisherの直接確率検定
b) Mann-WhitneyのU検定

回旋

0.01

頸部可動域

0.90

0.02

前後屈 側屈

0.12



ていない。今後は頸部可動域を含んだ頭頸部
の機能と平衡機能との関連の解明に向け、調
査を継続する必要がある。 
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